
 仙台市若林区区民協働まちづくり事業実施要領（平成 23 年 4 月１日若林区長決裁）の一部を次のように改正する。 

 

仙台市若林区区民協働まちづくり事業実施要領 新旧対照表 

現 行 改正後 備 考 

仙台市若林区区民協働まちづくり事業実施要領 

 （平成 23 年４月１日若林区長決裁） 

第１条 略 

 

（企画事業の助成金の交付対象者） 

第２条 要綱第３条に規定する企画事業において助成金の交付を行

う場合の助成金の交付対象者は，次に掲げる要件に該当するものと

する。 

(1) 政治，宗教または営利を目的としないこと 

(2) 法人の場合にあっては，法人の市民税及び事業所税に係る市 

長に対する申告（当該申告の義務を有する者に限る。）を行い，かつ，

本市の市税を滞納していないこと 

(3) 暴力団等と関係を有していないこと 

 

第３条～第５条 略 

 

（まちづくり活動助成事業の助成金の交付対象者） 

第６条 要綱第４条に規定するまちづくり活動助成事業の助成金の

交付対象者は，次に掲げる要件に該当するものとする。 

(1) 原則として区の区域内に活動拠点を有すること 

仙台市若林区区民協働まちづくり事業実施要領 

（平成 23 年４月１日若林区長決裁） 

第１条 略 

 

（企画事業の助成金の交付対象者） 

第２条 要綱第３条に規定する企画事業において助成金の交付を行う

場合の助成金の交付対象者は，次に掲げる要件に該当するものとす

る。 

(1) 政治，宗教または営利を目的としないこと 

(2) 法人の市民税及び事業所税に係る市長に対する申告（当該申告

の義務を有する者に限る。）を行い，かつ，本市の市税を滞納して

いないこと 

(3) 暴力団等と関係を有していないこと 

 

第３条～第５条 略 

 

（まちづくり活動助成事業の助成金の交付対象者） 

第６条 要綱第４条に規定するまちづくり活動助成事業の助成金の交

付対象者は，次に掲げる要件に該当するものとする。 

(1) 原則として区の区域内に活動拠点を有すること 
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(2) 構成員の概ね半数以上が区の区域内に住所を有する者，通勤

する者又は通学する者で構成されていること 

(3) 政治，宗教または営利を目的としないこと 

(4) 法人の場合にあっては，法人の市民税及び事業所税に係る市

長に対する申告（当該申告の義務を有する者に限る。）を行い，

かつ，本市の市税を滞納していないこと 

(5) 暴力団等と関係を有していないこと 

 

第７条～第１１条 略 

 

（助成金の交付対象者の確認） 

第１２条 第２条第１号，第６条第１号から同条第３号までに規定

する要件は，市長が申込み団体の規則や会則，会員名簿等により

確認するものとする。 

２ 第２条第２号及び第６条第４号に規定する要件は，市長が申込

み団体の同意に基づいて市税の納税状況を調査することにより確

認するものとする。ただし，申込み団体が，市税の滞納がないこ

との証明書（申請日前３０日以内に交付を受けたものに限る。）を

提出した場合はこの限りではない。 

３ 第２条第２号及び第６条第４号に規定する市税とは，個人の市

民税（当該法人が仙台市市税条例第２２条各項の規定に基づき，

特別徴収義務者に指定されている場合に限る。），法人の市民税，

固定資産税，軽自動車税，特別土地保有税，事業所税，都市計画

税とする。 

(2) 構成員の概ね半数以上が区の区域内に住所を有する者，通勤す

る者又は通学する者で構成されていること 

(3) 政治，宗教または営利を目的としないこと 

(4) 法人の市民税及び事業所税に係る市長に対する申告（当該申告

の義務を有する者に限る。）を行い，かつ，本市の市税を滞納して

いないこと 

(5) 暴力団等と関係を有していないこと 

 

第７条～第１１条 略 

 

（助成金の交付対象者の確認） 

第１２条 第２条第１号，第６条第１号から同条第３号までに規定する

要件は，市長が申込み団体の規則や会則，会員名簿等により確認する

ものとする。 

２ 第２条第２号及び第６条第４号に規定する要件は，市長が申込み団

体の同意に基づいて市税の納税状況を調査することにより確認する

ものとする。ただし，申込み団体が，市税の滞納がないことの証明書

（申請日前３０日以内に交付を受けたものに限る。）を提出した場合

はこの限りではない。 

３ 第２条第２号及び第６条第４号に規定する市税とは，個人の市民税

（当該申込み団体が仙台市市税条例第２２条各項の規定に基づき，特

別徴収義務者に指定されている場合に限る。），法人の市民税，固定資

産税，軽自動車税（種別割），特別土地保有税，事業所税，都市計画

税とする。 
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４ 第１項及び第２項の確認は，企画事業においては第１４条に定

める助成金交付申請がなされたとき，まちづくり活動助成事業に

おいては第９条に定める申込みがなされたときに行うものとす

る。 

５ 市長は，第１項及び第２項の確認の結果，申込み団体が第２条

または第６条に定める要件を満たさない場合は，様式１４により

通知するものとする。 

 

第１４条～第２７条 略 

 

附則 

この要領は，平成 23年 4月 1日から実施する。 

附則（平成 25年 3月 29日改正） 

この改正は，平成 25年 4月 1日から実施する。 

  附則（令和 2年 4月 27日改正） 

この改正は，令和 2年 5月 1日から実施する。 

附則（令和 3年 7月 8日改正） 

この改正は，令和 3年 7月 10日から実施する。 

附則（令和 4年 3月 24日改正） 

この改正は，令和 4年 4月 1日から実施する。 

 

４ 第１項及び第２項の確認は，企画事業においては第１４条に定める

助成金交付申請がなされたとき，まちづくり活動助成事業においては

第１０条に定める申込みがなされたときに行うものとする。 

５ 市長は，第１項及び第２項の確認の結果，申込み団体が第２条また

は第６条に定める要件を満たさない場合は，様式１４により通知する

ものとする。 

 

第１４条～第２７条 略 

 

附則 

この要領は，平成 23年 4月 1日から実施する。 

附則（平成 25年 3月 29日改正） 

この改正は，平成 25年 4月 1日から実施する。 

  附則（令和 2年 4月 27日改正） 

この改正は，令和 2年 5月 1日から実施する。 

附則（令和 3年 7月 8日改正） 

この改正は，令和 3年 7月 10日から実施する。 

附則（令和 4年 3月 24日改正） 

この改正は，令和 4年 4月 1日から実施する。 

附則（令和 6年 1月 9日改正） 

この改正は，令和 6年 1月 10日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則 

改正年月日の

追加 

 

 



現 行 改正後 備 考 

(様式 1) 区民協働まちづくり事業助成金交付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(様式 1) 区民協働まちづくり事業助成金交付決定書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式 2）～（様式 14）略 

 

（様式 2）～（様式 14）略 

 

上記要領改正

に併せて、改

正の必要があ

るもの。 

 


